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災害対策においては，災害の不確実性を踏まえて低頻度だが巨大な損失をもたらす巨大損失事象のリスクを
適切に評価する必要がある．加えて，近年では道路ネットワークの性能の確保が迅速な復旧に資することから，
道路ネットワークの巨大損失事象の一つとして重要道路の途絶の影響を分析している研究が多い．一方で，道
路の被害形態は主に部分的な損傷による交通容量の低下であり，広域災害が起これば多数の道路の交通容量が
低下することも道路ネットワークの巨大損失事象となる恐れがあるが，そのような被害形態に着目した研究は
なされていない．
そのため本研究では，格子ネットワークと四国の実道路ネットワークを用いて，多数の道路の交通容量の低

下という被害形態に着目した際の道路ネットワーク性能の確率的特性を考察し，適切なリスク評価指標を検討
した．その結果，多数の道路の交通容量が大きく低下する場合にはネットワーク性能の確率的特性が裾野の長
い多峰形のリスクカーブとして表され，その場合にはCVaRを用いることでVaRよりも適切にテイルリスクを
評価できることが示された．また，多数の道路が被害を受けることを想定した際には，従来の一リンクのみの
被害の影響を分析する手法から特定される重要リンクとは異なるリンクがネットワーク性能に大きな影響を与
えていることが示された．
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1. 序論

平成 23年 3月に発生した東北地方太平洋沖地震では，

これまでの想定をはるかに超える巨大な地震と津波に

より甚大な被害がもたらされた．これを受けて，今後の

災害対策においては「あらゆる可能性を考慮した最大

クラス」の巨大な災害を想定し検討することが求めら

れている19)．つまり，災害の不確実性を踏まえて，低

頻度だが巨大な損失をもたらす「巨大損失事象16)」の

リスクの評価を適切に行う必要がある．

また，防災の分野ではレジリエンスという概念が大

きな注目を集め，巨大な災害に対しても柔軟に影響を

吸収できるシステムの構築が目指されている．東北地

方太平洋沖地震の際には，津波の被災地域が甚大な被

害を受けたものの，道路ネットワークの機能が迅速に

復旧したことで，被災地の復旧活動に大きく貢献した

例が見られた15)．そのため，レジリエンスの観点から

災害時の道路ネットワークの機能の確保が重要である

と多く指摘されている21)．

道路ネットワークの被害における巨大損失事象とし

ては，重要な道路が途絶することが挙げられる．平成

28年 4月の熊本地震で阿蘇大橋が寸断したのがその一

例である．そのため，現実の対策としても重要な道路

を特定し災害時の途絶を防ぐことが念頭に置かれてい

る．しかし，ここで道路ネットワークの災害対策にお

いて新たに二つの視点を提示したい．

第一に，災害による道路の被害形態は途絶よりも部

分的な損傷が圧倒的に多いことが過去の災害の経験か

ら明らかになっている．東北地方太平洋沖地震による

被災三県の橋梁の被害の内訳は，「通行不可」は 2％で

あるのに対して，「通行注意」は 27％，「その他損傷あ

り」は 32％を占めている13)．これらの被害によって，

通行自体は可能であるものの普段通りの通行はできな

くなり，これは道路の交通容量が低下することに相当

する．そのような被害例としては，代表的なものに橋

台の背面段差があり，その他にも道路の亀裂や沿道建

築物の倒壊，信号の停電，自動車の放置など様々なも

のが考えられる．

第二に，日本で考慮すべき災害の性質として被害の

広域性が挙げられる．とりわけ近い将来に起こる確率

が高いと言われている南海トラフ地震が起こると，地

震動による道路の被害箇所だけでも約 3万から 4万に

までのぼることが想定されている23)．また，複合災害

の恐れなども指摘されており20)，被害の広域性を考慮

する必要性は大きい．

これらの二点を踏まえれば，災害により多数の道路
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の交通容量が低下するということも道路ネットワーク

の巨大損失事象として検討する必要がある．被災地ま

でのアクセス自体は確保されているものの，多くの道

路の交通容量が低下していることで混雑が発生し迅速

なアクセスが確保されない恐れがあるということであ

る．リンクの途絶のみを考慮する場合にはネットワー

クの接続性の確保が重要になる．しかし，交通容量の

低下も考慮する場合には，健全なリンクだけで到達で

きない状況においても，交通流が様々に変化するため，

より複雑で詳細な検討が必要になることが考えられる．

しかし，多数の道路の交通容量の低下という被害形態

に注目した研究は限定的である．

そこで本研究では，多数の道路の交通容量の低下と

いう被害形態を考慮したネットワーク性能の確率的特

性を，格子ネットワークと四国の実道路ネットワーク

を用いた数値シミュレーションにより考察し，巨大損

失事象の回避に資する適切なリスク評価手法を検討す

ることを目的とする．

本稿の構成は以下のようになっている，2.では，道

路ネットワークの防災の研究を概観する．3.では，格子

ネットワークでの多数の道路の交通容量の低下による

ネットワーク性能の確率的特性を，数値シミュレーショ

ンに基づき考察する．4.では 3.の結果を踏まえ，巨大

損失事象の回避に資するリスク評価指標を検討する．5.

では 3.と 4.に基づき，実際の四国の道路ネットワーク

において，多数の道路の交通容量の低下による影響を

考察し，そのような被害形態を考慮した場合の重要な

リンクの特定手法を既存の手法と比較しつつ検討する．

6.は本稿のまとめである．

2. 既往研究

　道路ネットワーク防災の研究として，特定の災害

シナリオの下での道路ネットワーク性能を評価し，最

適な戦略を導出しているもの1),6),11),18) がある．これ

らの研究では，災害時の各道路の被害程度は想定に基

づき固定されていることが多い．しかし，災害は大き

な不確実性を持つ事象であることから，特定のシナリ

オに固定するだけでなく，様々な被害状況の下での道

路ネットワーク性能を考察することも必要である．た

だ，Noyan8) は災害時の各道路の被害程度を確率分布

として与え，ネットワーク全体の被害の VaR(Value at

Risk)を最小化する戦略の導出方法を提案している．し

かし，被害程度の確率分布は予め固定しているという

意味で，不確実性の考慮は不十分である．

様々な被害状況に対してネットワーク性能を評価して

いる研究は，被害の割合と程度，つまり，被害を受ける

リンクの本数とそれぞれのリンクの被害の大きさの二

つの観点から整理することができる．Jun-qiang et al3)

や Luathep et al5)，Scott et al9)，Sullivan et al10)，は

ネットワーク内の一つのリンクが途絶または容量低下

した際のネットワーク性能を被害前後の総旅行時間の

変化によって評価している．これらの研究はネットワー

ク内の重要なリンクを特定することに大きく貢献して

いる．しかし，実際の災害による被害は一つのリンク

だけでなく複数のリンクが被害を受けることが当然予

想される．複数のリンクが被害を受けるときにはネッ

トワーク性能は大きく低下する上に，ネットワーク内

の重要なリンクが変化することも考えられる．

ネットワーク内の複数のリンクが被害を受ける際の

ネットワーク性能を評価している研究は，パーコレー

ション理論に基づいているものが多い．理論の詳しい内

容はいくつかの文献17),24)に記載されているが，パーコ

レーション理論では格子ネットワークで 50％のリンク

が途絶すると，確率的に任意のノード間の接続性が大き

く低下することが示されている．久貝ら26)や諸星25)は

地区の道路網を格子ネットワークに見立てることによっ

て，道路閉塞等によるリンクの途絶の影響を考察して

いる．また，Li et al4)では道路ネットワーク上の実際

の交通流を踏まえて，交通量の多いリンクを順次途絶と

みなしパーコレーション理論を用いることによって，交

通流を効率的に改善する道路を特定している．一方で，

パーコレーション理論に依らないものとして，Jenelius

et al2) は道路ネットワークを地区ごとに分割し，各地

区内でリンクが全て途絶した場合のネットワーク性能

の変化を定量化し，重要なエリアを特定している．こ

れらの研究はいずれも各リンクの被害の程度として途

絶のみを扱っており，交通容量の低下による影響は考

察されていない．

ネットワーク内で複数のリンクの交通容量が低下し

た際のネットワーク性能を評価している研究は，単純

なものに限られている．Nagurney et al7)は 2つのノー

ド間の 2つのリンクの交通容量が変化した際のネット

ワーク性能の変化を，ノード間の到達時間の変化から

考察している．この研究では交通容量の低下度合いが

増えると，ネットワーク性能が急激に低下する場合が

みられることが示されている．しかし，ネットワーク

が現実の道路ネットワークのように複雑になった場合

のネットワーク性能の変化は考察されていない．

3. 格子型ネットワーク性能の確率的特性

格子ネットワークにおいて，複数のリンクの交通容

量が低下した際のネットワーク性能の確率的特性を考

察する．まず，ネットワークの被害モデルを示し，被

害のパラメータに対するネットワーク性能の確率的特
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図–1 格子型ネットワークモデル

性を数値シミュレーションにより分析する．次に，ネッ

トワーク性能とネットワークの被害状況の関係を分析

する．

(1) ネットワークの被害のモデル

図–1に示すような，ノード数 6×6の格子ネットワー

クを対象とする．ネットワーク性能としてネットワーク

の左端ノードから右端ノードまでの到達時間を評価す

る．これは，被災後には被災地域と復旧拠点地域との

間の迅速なアクセスの確保が最重要課題になるという

ことに鑑みたモデルである．図–1のように距離 0の仮

想リンクを用いて，仮想ノードOから仮想ノードDま

での ODとしてみることができる．到達時間は確定利

用者均衡配分により算出する．各リンクのコスト関数

は一般的に用いられている BPR関数を用いる．BPR

関数はリンクの交通量とリンクの所要時間の関係を示

す関数であり，以下の式で表される．

ta = ta0

{
1 + α

(
za
ca

)β
}

(1)

ここで，ta はリンク a の所要時間，ta0 は自由旅行時

間，za は交通量，ca は交通容量，αと β は BPR関数

のパラメータである．今回は単純化の為に全てのリン

クにおいて ta0 = 1，ca = 1とする．それに基づき，仮

想ノードOD間の交通需要を d = 3とする．また BPR

関数のパラメータは一般的に使用されている α = 0.15，

β = 4という値を採用する．

次にネットワークの被害をモデル化する．被害とし

てはネットワーク内でランダムに選択したリンクの交

通容量が一定値低下する状況を想定する．このとき，被

害に関するパラメータとして，被害割合 pと被害程度 q

を定める．被害割合 pは被害を受けるリンクの本数の

割合であり，被害程度 q は各被害リンクの交通容量の

低下率である．つまり，今回の格子ネットワークにおい

図–2 p=0.5, q=0.8での到達時間のヒストグラム

てはリンク数が 50本で各リンクの健全時の交通容量は

1なので，被災により全体の 50p本の被害リンクの交通

容量が c = 1(1− q)にまで低下し，50(1− p)本の健全

リンクの交通容量は c = 1のままということである．

(2) 被害状況に対するネットワーク性能の確率的特性

被害程度 q を q = 0.8, 0.85, 0.9で固定し，被害割合

pをそれぞれ 0 ≤ p ≤ 0.5で変化させた．ただ，被害に

関する二つのパラメータを固定しても，被害を受ける

リンクはネットワーク内からランダムに選択されるた

め，ネットワークの被害状況は異なりネットワーク性

能は同一ではない．そのため，被害割合と被害程度に

対するネットワーク性能の確率的特性を考察するため

に，同一の (p, q)に対してモンテカルロシミュレーショ

ンを 20,000回行った．例として，p = 0.5, q = 0.8の

場合と，p = 0.5, q = 0.9の場合で，健全リンクのみで

到達できる経路が存在している場合としていない場合

の到達時間のヒストグラムを図–2,3にそれぞれ示す．

このリスクカーブの形状の特徴として，いずれの場

合も健全リンクの経路が存在していない場合には到達

時間が大きくなる傾向が見られる上に，分布としても

横に広いものになっている．また，図–2の q = 0.8の

時にはリスクカーブ全体は，ほぼ単峰形となっている

が，図–3の q = 0.9の時には裾野が広くかつ多峰形の

分布になっていることが分かる．これは，健全リンク

のみの経路が存在していないとき，つまり，被害箇所に

よってネットワークが分断されている被害状況の中で

も段階的にフェーズが分かれており，比較的健全な被

害状況と脆弱な被害状況があることを示している．こ

の違いはリンクの途絶のみを考慮する場合には見られ

ないものである．このように，ネットワーク性能の確率

的特性は被害程度に対しても異なるものになっている．
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図–3 p=0.5, q=0.9での到達時間のヒストグラム (健全リン
クのみの経路の存在で区分)

(3) ネットワーク性能の分布特性の影響要因

上記のようにネットワーク性能が段階的に分布して

いる要因を考察するために，交通配分後の各リンクの

混雑率を分析する．リンク aの混雑率 gaは，交通容量

ca と交通量 za を用いて，次式のように表される．

ga =
za
ca

(2)

そして，ネットワークの交通状況を特徴づけるものと

して，最大混雑率 gmax を定める．

gmax = max
a

ga (3)

被害状況に関するパラメータを p = 0.5, q = 0.9に固

定した際の，最大混雑率 gmax と到達時間との関係を

図–4に示す．この図から二つのことが指摘できる．第

一には，最大混雑率 gmaxに対して到達時間の下限は一

経路において一つのリンクでの混雑率が高くなり他の

リンクでの混雑率は無視できるとした場合の理論値 γ

に一致している．第二には，いくつかの最大混雑率の値

の箇所で到達時間の立ち上がりが見られるということ

である．具体的には gmax = 5.0, 4.2, 3.8の箇所である．

ここで，ネットワークが図–5のような被害状況を考

える．この場合，健全リンクのクラスターが被害箇所に

よって分断され，クラスター間を接続する被害リンク

は 6本ある．被害リンクでの所要時間が健全リンクで

の所要時間に比べて十分に大きい時には，交通配分後

の各被害リンクの所要時間は等しくなり，そのため交通

量も等しくなる．そのとき，各被害リンクに交通需要 d

の 1
6 ずつが配分され，混雑率は g = d/6

q = 5.0となる．

次に，被害状況が図–6のときには各被害リンクの交通

量は交通需要 dの 1
7 となり，混雑率は g = d/7

q = 4.2

となる．同様に健全リンクのクラスター間を接続する

被災リンク数が 8本になれば g = 3.8である．これら

図–4 p = 0.5, q = 0.9 での最大混雑率 gmax と到達時間の
関係

図–5 健全リンクのクラスター間を接続する被害リンクが 6
本になる被害状況例

図–6 健全リンクのクラスター間を接続する被害リンクが 7
本になる被害状況例

の数値が図–4で到達時間が立ち上がっている最大混雑

率の数値に一致している．

これを踏まえて，健全リンクのみで到達できる経路

がない，つまり健全リンクのクラスターが被害箇所に

よって分断されているときに，クラスター間を接続す
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図–7 p=0.5, q=0.9での到達時間のヒストグラム (健全リン
クのクラスター間を接続する被害リンクの経路数 nで
区分)

る被害リンクの経路数を nと定義する．健全リンクの

クラスターが図–5のように直線的に分断されていれば

nは小さくなり，逆に入り組んだ形状をしていれば nは

大きくなる．図–3で示した，p = 0.5, q = 0.9のときの

到達時間のヒストグラムを，この nの値ごとに図–7に

示す．すると到達時間のヒストグラムの峰は nの値に

対応していることが分かる．つまりネットワークトポ

ロジーの複雑さがネットワーク性能に影響し，段階的

な変化の要因となっている．

以上より，ネットワーク内の多数のリンクの交通容

量が低下する場合には，ネットワーク性能の確率的特

性は裾野の長いリスクカーブとして表され，被害程度

が大きい時には多峰形となることが分かった．格子ネッ

トワークにおける段階的なフェーズの要因としては，被

害箇所によってネットワークがクラスターに分断され

ている時のネットワークトポロジーの複雑さが考えら

れた．これらの知見はリンクの途絶だけを考慮した場

合には得られないものである．

4. 巨大損失事象の回避に資するリスク指標
の考察

　 3.により，被害程度が大きいときには，ネットワー

ク性能の確率的特性は裾野の広い多峰形のリスクカー

ブとして表されることが分かった．それを踏まえて，多

数のリンクの交通容量が低下する場合のネットワーク

性能の適切なリスク評価手法を考察する．

(1) 期待値による評価とテイルリスク

災害対策においては冒頭でも述べたように，想定し

うる最大クラスの被害を考慮することが求められてお

り，テイルリスクを適切に評価することが巨大損失事

表–1 2つの被害状況での到達時間の期待値と VaR

p = 0.32, q = 0.9 p = 0.5, q = 0.8

期待値 8.1 8.8

VaR0.99 25.0 14.2

象の回避には必要である．確率的特性の評価値で一般

的なものに期待値があるが，期待値では当然テイルリ

スクを十分に考慮することはできない．さらに，ネッ

トワーク内の多数のリンクの交通容量が低下する際に

は，ネットワーク性能の確率的特性は裾野の広いリス

クカーブを示すため，テイルリスクの評価が一層重要

となる．

例えば，被害のパラメータが p = 0.34, q = 0.9 と

p = 0.5, q = 0.8の二つの場合を比較する．それぞれの

場合の期待値とVaR0.99(信頼水準0.99のValue at Risk)

を表–1に示す．ここで，VaRはテイルリスクに着目し

たリスク指標であり，信頼水準 αの VaRαは確率 αで

発生する最大損失として評価される．損失 L (≥ 0) が

確率密度関数 f(L)に従うとすると，以下のように定義

される．

VaRα = min

{
β :

∫ β

−∞
f(L)dL ≥ α

}
(4)

表–1を見ると，p = 0.32, q = 0.9のときにはテイルリ

スクの大きな確率的特性を示しているが，期待値では

そのことを評価できていない．つまり，期待値による

評価とテイルリスクに着目した評価は整合的ではない

ことが分かる．

(2) テイルリスク評価指標の比較

VaRを用いたテイルリスクの評価では，定められた

信頼水準に対しての評価値が与えられる．しかし，VaR

は信頼水準に相当する確率の一点のみを評価している

ため，信頼水準をさらに超えるような，さらに小さい

確率の巨大損失事象は見逃されてしまう．とりわけ，多

数のリンクの交通容量が低下する際のネットワーク性

能の確率的特性は，裾野が広いだけでなく多峰形のリ

スクカーブとして表される．つまり，いくつかのフェー

ズに分かれているため，VaRではさらに危険なフェー

ズがあることを見逃す可能性がある．

ここで，テイルリスクをより適切に評価できる

CVaR(Conditional Value at Risk)を用いる．CVaRは

VaRを超える損失の期待値をとったものである．損失

L (≥ 0) が確率密度関数 f(L)に従うとすると，CVaRα

は以下のように定義される．

CVaRα =
1

1− α

∫ ∞

VaRα

Lf(L)dL (5)

5
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図–8 3つの被害状況での信頼水準と VaR

図–9 3つの被害状況での信頼水準と CVaR

例として，被害状況のパラメータが p = 0.32, q = 0.9

と p = 0.4, q = 0.85と p = 0.5, q = 0.8と 3つの場合で

の，信頼水準 αとVaRα，CVaRαの関係を図–8,9にそ

れぞれ示す．VaRでは信頼水準を変えるとネットワー

ク性能の優劣が変化するのに対して，CVaRの場合で

は信頼水準に対して頑健な結果が得られている．つま

り，CVaRを用いることによって，さらに小さい確率の

巨大損失事象を含めてリスクを評価できていることが

分かる．

また，信頼水準の変化に対してVaRは急激に変化し

ている箇所がいくつかみられる一方で，CVaRは比較

的滑らかに変化している．これは，VaRでは一つの信

頼水準のみの評価では，それより少し確率の小さいと

ころに急激に悪化するフェーズが存在している可能性

が常にあることを意味している．そのため，VaRは実

際のリスク評価の場面に適しているとは言えない．一

方で，そのような急激な変化が存在しないという意味

で，CVaRでは一つの信頼水準に対して信頼性の高い

評価を行うことができる．

多数のリンクの交通容量が低下する際のネットワー

ク性能の確率的特性の評価は，段階的なネットワーク

性能の低下を考慮する必要がある．CVaRが信頼水準

の変化に対して頑健であり，さらに小さな確率の巨大

損失事象も捕捉できるため，VaRよりも適しているこ

とが示された．

5. 四国の道路ネットワークへの適用

　

本章では，3.と 4.で得られた知見に基づき，四国の

実際の道路ネットワークにおいて多数のリンクの交通

容量が低下した際のネットワーク性能の確率的特性を

考察する．さらにそのように多数のリンクの交通容量

が低下することを想定し，ネットワーク内の重要リン

クを特定する手法を既存の手法と比較しつ検討する．

(1) ネットワーク性能の確率的特性

日本では，近い将来に南海トラフ地震が起こる確率

が高いといわれている．南海トラフ地震が起こった際

には日本の広範囲が被災するが，とりわけ四国では甚

大な被害が生じる可能性が高い．特に太平洋に面した

沿岸部では 30 mの津波が押し寄せる想定がされてお

り22)，復旧期や復興期において本州や四国の北部地域

から南部地域への交通アクセスを確保することは重要

な課題である．しかし，内陸部では強い地震動が生じ

ることに加えて，広範囲ににわたって地滑りが起こる

可能性も指摘されている．これにより，多数の道路が

被害を受けて交通容量が低下することが考えられる．

そのため，四国の多数の道路の交通容量が低下した際

の，本州から四国南部までの到達時間を対象としたネッ

トワーク性能の確率的特性を数値シミュレーションによ

り分析する．対象道路は図–10に示す通りであり，構成

ノード数は 3774でリンク数は 6137である．各リンクの

健全時の交通容量は道路の交通容量14)に従い，c =車線

数・1100pcu/hとする．ここで pcu(passanger car unit)

は乗用車換算台数である．また，各リンクの自由旅行時

間は松井ら12)を参考に，高速道路では t0 = 1.0分/km，

一般道路では t0 = 2.0分/kmとする．交通ODは実際

の道路啓開計画「おうぎ形作戦」22)を参考に，図のO1・

O2・O3のいずれかから，D1・D2にそれぞれ向かう 2

つのものとして，交通需要はともに d = 2000pcu/hと

する．被害のモデルは 3.と同様に，被害割合 pと被害

程度 q を定め，被害を受けるリンクはネットワーク内

からランダムに選択する．同一の (p, q)に対してモンテ

カルロシミュレーションを 10,000回行った．

p = 0.4 で q = 0.8, 0.9 としたときの D2 までの到

6
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図–10 シミュレーションの対象とした四国の道路ネットワーク

図–11 p = 0.4, q = 0.8での D2までの到達時間の増加率

達時間の健全時に対する増加率のヒストグラムを図–

11,12にそれぞれ示す．q = 0.8のときにはリスクカー

ブの裾野はそれほど長くないのに対して，q = 0.9と被

害割合が増加すると多峰形で裾野の長い形状に変化し

ている．この p = 0.4, q = 0.9において，リスクカー

ブのテイルリスクを VaR と CVaR により評価した結

果を図–13に示す．多峰形のリスクカーブに対しては

VaRは信頼水準に対して急激な変化がみられるものの，

CVaRでは滑らかに変化している．CVaRを用いるこ

とで，さらに低い確率の事象も踏まえて，より適切に

リスクを評価できていることが分かる．

以上より，実際の道路ネットワークにおいても 3.や

4.と同様に，多数のリンクの交通容量が低下する際の

ネットワーク性能は裾野の長い多峰形のリスクカーブ

として表され，そのように段階的に性能が低下する場

合のリスク評価としてはCVaRがVaRよりも適切であ

ることが示された．

図–12 p = 0.4, q = 0.9での D2までの到達時間の増加率

図–13 p = 0.4, q = 0.9での到達時間の増加率のテイルリス
クの評価

(2) 重要リンクのリスク評価

実際の道路ネットワークにおいて，被害を受けたと

きに多大な影響を与えるリンクを特定することの意義

は大きい．そのため，ネットワーク内の各リンクの重

要度を既存の手法と比較しつつ検討する．

Scott et al9) は一つのリンクが被害を受けるという

被害形態において，各リンクの重要度を測る指標とし

て，次式で表される NRI(Network Robustness Index)

を提案した．

NRIa =
∑
i∈I/a

tai x
a
i −

∑
i∈I

tixi (6)

NRIa はリンク aの NRIで，I はネットワーク上のリ

ンクの集合，ti, xiは平常時のリンク iの旅行時間と交

通量，tai , x
a
i はリンク aが途絶した時の再交通配分で

得られるリンク iの旅行時間と交通量である．

Sullivan et al10)は，これをリンクの交通容量の低下

7
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にも拡張した．

NRIaq =
∑
i∈I/a

t
aq

i x
aq

i −
∑
i∈I

tixi (7)

NRIaq はリンク aの交通容量が割合にして q 低下した

場合の評価値であり，t
aq

i , x
aq

i はその場合の再交通配分

で得られるリンク iの旅行時間と交通量である．ただ，

この指標は一つのリンクのみが被害を受けた場合を評

価しているので，多くのリンクが被害を受ける状況で

はリンクの重要度が変化するということが考えられる．

そのため，本研究は多数のリンクが被害を受けた場

合にも拡張することを試みる．多数のリンクの交通容

量が低下する被害形態における各リンクの重要度を以

下のように表す．

NRIa(p,q)
= Na∈P (p, q)−Na/∈P (p, q) (8)

ここで，pと qは被害のパラメータであり，P を被害リ

ンクの集合とする．Nは被害のパラメータが p, qで表さ

れるときのネットワーク性能である．つまり，NRIa(p,q)

は多数のリンクの交通容量が減ったときに，aの交通容

量も減っている時と減っていないときのネットワーク

性能の差として与えられる．ネットワーク性能のリス

ク評価には到達時間の増加率の期待値・VaR・CVaRを

用いる．

四国の道路ネットワークにおいて，p = 0, 4, q = 0.9

でD2に向かう交通ODでのNRIaq とNRIa(p,q)
に関し

て，重要度の高いものから順に 5本のリンクを表–2に

示し，それぞれのリンクの地図上の位置を図–14に示

す．表から, NRIaq と NRIa(p,q)
のリンクの重要度は一

致していないことが分かる．ここで，NRIaq が重要なリ

ンクと示しているリンク番号 539のリンクと，NRIa(p,q)

が重要なリンクと示しているリンク番号 307のリンクの

比較を行う．p = 0, 4, q = 0.9での到達時間の増加率の

ヒストグラムを，当該リンクが被害を受けているものと

受けていないもので分けて図–15,16に示す．すると図–

15では両者に差はほとんど生じていないが，図–16で

は被害を受けているものと受けていないものの間で明

確な差がみられる．これは，従来の指標である NRIaq

は被害リンクの数が増えた場合には適切な指標となら

ないことを示している．一方で，NRIa(p,q)
を用いるこ

とによって，多数のリンクの交通容量が低下する際に

ネットワーク性能に大きな影響を与えるリンクを特定

できている．

また，NRIa(p,q)
で VaR と CVaR を比較すると，

VaR0.9とVaR0.99は重要度の順位の相違がみられるが，

CVaR0.9 と CVaR0.99 では同一の結果が得られている．

これは VaRが図–8でみられたような信頼水準に対す

る不整合性を示しているからである．一方，CVaRは

図–9でみられたように，さらに低い確率の巨大損失事

象を含めてリスクを評価できていることを示している．

表–2 各評価指標に基づく重要なリンク (p = 0.4, q = 0.9)

評価指標 重要度の高いリンク

NRIaq 539, 547, 576, 586, 172

NRIa(p,q)

平均値 307, 547, 179, 586, 576

VaR0.9 307, 547, 586, 576, 179

VaR0.99 307, 547, 179, 586, 576

CVaR0.9 307, 547, 179, 586, 576

CVaR0.99 307, 547, 179, 586, 576

図–14 D2周辺の詳細地図と各リンクの位置

図–15 p = 0, 4, q = 0.9 でのリンク 539 の被害の有無と到
達時間の増加率

以上より，ネットワーク内の多数のリンクの交通容

量が低下する際には，一つのリンクのみの被害に基づ

いた従来の手法では重要なリンクを適切に特定できな

いことが示された．また，その場合のリンクの重要度

を評価するためには，当該リンクが被害を受けている

場合と被害を受けていない場合でのネットワーク性能

を比較することが有効であり，その場合には CVaRを

8
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図–16 p = 0, 4, q = 0.9 でのリンク 307 の被害の有無と到
達時間の増加率

用いることで巨大損失事象の回避に資する重要リンク

を適切に特定できることが示された．

6. 結論

近年の災害対策においては，災害の不確実性を踏ま

えて，低頻度だが巨大な損失をもたらす巨大損失事象

のリスクを適切に評価する必要がある．また，道路の

ネットワーク性能の確保が迅速な復旧に資することか

ら，道路ネットワークの巨大損失事象を回避する必要

性は大きい．道路ネットワークの巨大損失事象の一つ

として重要な道路が途絶することが挙げられ，その影

響を分析している研究は多い．一方で，災害時の道路

の被害形態は主に部分的損傷による交通容量の低下で

あり，広域災害時には多数の道路の交通容量が低下す

ることも巨大損失事象となる恐れがある．しかし，そ

のような被害形態に着目した研究はなされていない．

そのため本研究ではまず，格子ネットワークにおいて

多数の道路の交通容量が低下するときのネットワーク

性能の確率的特性を数値シミュレーションにより分析し

た．その結果，被害道路の交通容量の低下度合いが大き

い場合には，ネットワーク性能の確率的特性は裾野の長

い多峰形のリスクカーブとしてあらわされることが示

された．このとき，リスク指標として VaRを用いると

信頼水準に対しての不整合性がみられるが，CVaRを

用いることでさらに低い確率の巨大損失事象まで踏ま

えて適切にテイルリスクを評価できることが示された．

次に，四国の実道路ネットワークにおいても同様の

数値シミュレーションを行った．格子ネットワークの場

合と同様に，ネットワーク性能の確率的特性は裾野の長

い多峰形のリスクカーブとしてあらわされ，CVaRに

より適切にリスク評価できることが示された．加えて，

多数の道路の交通容量の低下を想定した際のネットワー

ク内の重要リンクを特定する手法を検討した．その結

果，従来の一リンクのみの被害の影響を分析する手法

から特定される重要リンクとは異なるリンクがネット

ワーク性能に大きな影響を与えていることが示された．
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